
再エネの利用促進に係る実施目標（案）について

別紙３
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仙台市域における再生可能エネルギーの導入推移について
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太陽光発電
バイオマス発電
水力発電
風力発電

2012年に創設された固定価格買取制度（以下、FITという）等により、特に太陽光発電の導入が促進さ
れ、2013年度と2021年度までの導入実績を比較すると、全体で約４倍となっている



再生可能エネルギー種別の導入状況等について
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（太 陽 光）
・事業用太陽光発電について、2017年のFIT制度変更により、2018年度以降導入
が急速に進んだが、近年は、買取単価下落等により導入量が低下している。
・特に、森林の開発を伴う大規模事業においては、採算性を含む事業性や災害
対策、地域の理解の確保が課題となっている。
（バイオマス）
・2013年度以前より、仙台市の清掃工場３施設（今泉工場、葛岡工場、松森工
場）のほか、民間のバイオガス発電設備が稼働している。
・今後も、南蒲生浄化センターにおけるバイオガス発電設備や木質バイオマス
発電設備の稼働予定がある。

太陽光については、住宅等建築物の屋根等を活用した太陽光発電の導入を進
めていく

バイオマスについては、今後導入が見込まれる案件があった場合、本市施策
により導入を支援していく



再生可能エネルギー種別の導入状況等について
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（ 水 力 ）
2013年度以前から、民間による水力発電施設が稼働しており、それ以降は、小
水力発電施設が導入されている。水力発電のポテンシャルを有している地点は
存在するが、規模が小さいうえに、その地点が山奥にあるなど、費用対効果が
低いことから開発が進んでいない。
（ 風 力 ）
宮城県の風力発電の導入促進に向けた調査による「風力発電導入に係る県全域
ゾーニングマップ」において、仙台市域には適地はほぼないとされている。
（ 地 熱 ）
現状、仙台市域に地熱発電施設の導入はない。また、国の調査において、仙台
市域には有望な地熱資源地点は確認されていない。

水力、風力、地熱については、今後、大規模な導入を見込むことは難しい



エネルギー種別 試算の考え方

太陽光発電

住宅用
(10kW未満)
1、2の合計

1. 2030年度において新築戸建住宅の６割※に設備が導入されること
として算入

2. 本市独自の住宅向け支援事業を拡充しつつ、既築住宅も含め、
2030年度における導入量を見込み、算入

事業用
(10kW以上)
1、2の合計

1. 今後のFIT認定量及びFIT認定を受けた未稼働分のうち、本市の実
情等を踏まえた導入量を見込み、算入

2. 本市独自の事業者向け支援事業を拡充しつつ、共同住宅や事業所
等も含め、2030年度における導入量を見込み、算入

バイオマス発電 現に計画・公表されている発電所について稼働すると想定して算入

水力発電 2013年度から2021年度までの導入量（伸び率）が維持・継続すると想定して算入

風力・地熱発電 今後も導入の可能性は低く、見込まない

5

再生可能エネルギー導入目標試算の考え方

※国のエネルギー基本計画において想定されている導入割合
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再生可能エネルギー導入促進に係る本市独自施策（案）について

①【新規】再生可能エネルギー設備導入に関するマッチング支援
民間施設等の未利用地（屋根、駐車場等）を借りて発電事業

を行う「発電事業者」と、未利用地の貸付を希望する「施設所
有者」を市が募集し、マッチングを行う。

②【新規】パワーコンディショナ更新費用助成
太陽光パネルより想定使用年数が短い「パワーコンディショ

ナ※」の更新にかかる費用の一部を補助する。
※住宅等で使用できるよう、太陽光パネルで発電された直流の電力を交流に変換する装置

③【拡充】太陽光パネル・蓄電池等の共同購入
広く市民から購入希望者を募り、共同購入によるスケールメ

リットを活かした価格低減を促すことで、市民が安心して、安
価に太陽光発電設備を導入できる仕組み。
今後、事業用の共同購入についても検討を進める。

④【拡充】公共施設における再生可能エネルギー導入促進
太陽光発電設備未設置の公共施設において、太陽光発電設備

の導入可能性調査を進めており、調査結果を踏まえ、更なる導
入を促進する。

③共同購入チラシ

④避難所太陽光発電システム
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再生可能エネルギー導入目標の試算結果

種別 2021年度
実績

2030年度
導入目標案

太陽光
住宅用(10kW未満) 89 202
事業用(10kW以上) 267 366

小計 356 569
風力 0.01 0.01

バイオマス 35 223
水力 12 13
地熱 0 0
合計 403 805

（参考）市域消費電力量に対する
再エネの相当量 10% 40%

単位：MW

国のエネルギー基本計画では、2030年度における、電源種別の発電電力量総量に占める
再生可能エネルギーの割合は、36％～38％とされている


